研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　社会復帰訓練Ｇ　　　　社会復帰指導員　　木村春子

	期　　間　　平成23年1月31日　～　平成23年2月1日

	出張目的　　精神保健福祉サービス提供体制整備促進研修　参加

	出 張 先　　宮城県民会館

	研修要旨（プログラム毎に）


1、 行政説明　障害福祉政策の動向について

　　　　　　　　　　　　　厚生労働省社会・援護局　精神・障害保健課　課長補佐　本後　健

　予算編成が非常に厳しい中、障害者福祉サービス関係予算に関しては、Ｈ18年度から毎年約10％程度の着実に増加している。来年度も＋10％の６，８００億円の予算が組まれている。新体系サービスへの移行率はＨ22,4月現在全国平均で５４，２％。ただし精神障害者生活訓練施設だけは２６，６％。これはこのサービスは新体系のサービスの枠にどのようにはめ込むか難しい面があるため、各施設で方向性を決めかねていることところが多いと分析している。この点は省内でも検討課題として指摘していた。　

現行の障害者自立支援法は廃止が決定されており、Ｈ25年8月までには「障がい者総合福祉法（仮称）」が実施されるため、現在も検討を重ねている。「障がい者総合福祉法」は、“制度の谷間がなく、サービスの利用者負担を応能負担とするもの”である。この法は福祉だけでなく教育などの他の行政省庁との協議も必要である為、内閣府において検討中。.

　Ｈ22年6月29日には、本法の基本的な方向について閣議決定されている。目的及び基本的な考え方としては、「障がい者制度改革推進会議の（障害者制度改革のための基本的な方向：第1次意見）を最大限に尊重し、わが国の障害者に係る制度の集中的な改革の推進を図る。→障害の有無にかかわらず、相互に個性の差異と多様性を尊重し、人格を認め合う共生社会の実現。」

＜基礎的な課題における改革の方向性＞

1 地域生活の実現とインクルーシブな社会の構築

2 障害の捉え方と諸定義の明確化

＜横断的課題における改革の基本的方向と今後の進め方＞

1 障害者基本法の改正と改革の推進体制→Ｈ23年に法案提出を目指す

2 障害を理由とする差別の禁止に関する法律の制定等→Ｈ25年に法案提出を目指す

3 「障害者総合福祉法」（仮称）の制定→Ｈ25年に法案提出を目指す

＜個別分野における基本的方向と今後の進め方＞

1 労働及び雇用

· 福祉的就労への労働法規の適用のあり方→（～23年内）

· 雇用率制度についての検証・検討→（～24年内目途）

· 職場での合理的配慮確保のための方策→（～24年内目途）

2 教育

· 障害のある子供が障害のない子供と共に教育を受けるインクルーシブ教育システム構築の理念を踏まえた制度改革の基本的方向→（～22年内）

· 手話・点字等に通じた教員等の確保・専門性の向上に係る方策→（～24年内目途）

3 所得保障

· 障害者の所得保障のあり方を公的年金の抜本的見直しに併せて検討→（～24年内目途）

· 住宅確保の為の支援のあり方→（～２４年内）

4 医療（精神科）

· 医療費用負担のあり方（応能負担）→（～23年内）

· 社会的入院を解消する為の体制→（～23年内）

· 精神障害者の強制入院のあり方→（～24年内目途）

5 障害児支援

· 相談・療育支援体制の改善に向けた方策→（～２３年内）

6 虐待防止

· 虐待防止制度の構築に向けた必要な検討

7 建物利用・交通アクセス

· 地方のバリアフリー整備の促進等の方策→（～22年度内目途）

8 情報アクセス・コミュニケーション保証

· 情報バリアフリー化のための環境整備のあり方→（～24年内）

· 障害特性に応じた災害緊急連絡の伝達の方策→（～24年内）

9 政治参加

· 選挙情報への障害者のアクセスを容易にする取り組み→（～22年内）

· 投票所のバリア除去等

10 司法手続

· 刑事訴訟手続における障害特性に応じた配慮方策→（24年内目途）

11 国際協力

· アジア太平洋での障害分野の国際協力への貢献　　　　　　　　の11分野

　新法の骨格提言は23年8月。

　新法が施行実施されるまでの間は、「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援する為の関係法律の整備に関する法律」が、平成２4年4月1日までの政令で定める日から施行される。ここでのポイントは以下。

1 利用者負担の見直し

· 利用者負担について、応能負担を原則に

· 障害福祉サービスと補装具の利用者負担と合算し負担を軽減

2 障害者の範囲の見直し

· 発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

（高次脳機能障害に関しては通知により明確にする）

3 相談支援の充実

· 相談支援体制の強化

· 支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス利用計画作成対象者の大幅な拡大

· 市町村に基幹相談支援センターを設置、「自立支援協議会」を法律上位置づけ、地域移行支援・地域定着支援の個別給付化→補助事業から給付事業へ

4 障害児支援の強化

· 児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実（障害別ではなく児童福祉サービスの一元化）

· 放課後デイサービス・保育所等訪問支援の創設

· 在園基幹の延長措置の見直し（18歳以上の場合は障害者自立支援法で対応）

5 地域における自立した生活の為の支援の充実

· グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設（Ｈ２３年10月1日施行：利用者1人月1万円を上限とする）

· 重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化）

6 その他

· 【その有する能力及び適性に応じ】の削除

· 成年後見制度利用支援事業の必須事業への格上げ

· 児童デイサービスに係る利用年齢の特例

· 事業者の業務管理体制の整備

· 精神科救急医療体制の整備等

· 難病の者等に対する支援・障害者等に対する異動支援についての検討

＜精神科医療に関して＞

　新法では、「入院を前提としない精神科医療」を目指している。そのため、

· 精神障害者に対する強制入院、強制医療介入等について、いわゆる「保護者制度」の見直し等も含め、そのあり方を検討し、平成２4年内を目途にその結論を得る

· 「社会的入院」を解消する為、精神障害者に対する退院支援や地域生活における医療生活面の支援に係る体制の整備について、総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、平成23年内にその結論を得る。

· 精神科医療現場における医師や看護師等の人員体制の充実の為の具体的方策について、総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、平成24年内を目途にその結論を得る。

としている。精神障害者の地域生活支援の為、アウトリーチ支援体制の具体化に向けて検討中。

　精神科疾患に関する啓発活動の一つとして、厚生労働省ホームページ内に「みんなのメンタルヘルス総合サイト」、「こころもメンテしよう～１０代２０代のメンタルサポートサイト～」を開設している。

　＜考察＞

　新法成立に向けて、各テーマごとに作業チームを結成し論点の整理・検討を計画的に進めているということだが、作業チームからの要望が実際の内容とかけ離れている部分もあり、作業チームの意見をそのまま実行に移すことも困難な問題もあり、それらについて検討を重ねている段階というが、今回の説明では、まだまだ具体的なものは見えてこないため、今後についてイメージすることが非常に難しかった。「制度の谷間をなくす」ことが大きな目的だが、実際にどこまでできるのか疑問に思う。地域移行・就労というが、身体障害者や知的障害者と同じ基準で精神障害者の就労を捉えられても、実際問題として現場は非常に困るという現実をどのようにカバーしていくのだろうか？

　精神障害者にとって「強制入院」そのものが人権侵害であるという意見も作業チーム内から出されているというが、未成年の場合は？・・・精神障害者の人権を云々も必要かもしれないが、ではその家族の人権は守られるのだろうか？・・・「入院しない精神科医療」・・・理想なのかも知れないが、理想がどこまで実現できるのか、これからどのように変わっていくのか？限りある財源の中でどれだけの事が出来るのかしなければならないのか・・・。何をするにしても、まず様々な状況に対応できるようにスタッフを育成しておく必要があると感じた。

　

2、 活動報告

（１）自立訓練　　社会医療法人　興生会　生活訓練施設のぞみ　施設長　小西　靖浩（横手市）

　精神保健福祉法による援護寮「のぞみ」１５床と福祉ホームＢ型「やまぶき」２０床を、サテライト方式で日中活動系：自立訓練（生活訓練）事業：通所型と訪問型、宿泊型自立訓練事業に変更し運営している。同じ建物を９：００～１５：００までは日中活動、その他の時間は宿泊型サービスとシェアして運用している。

　宿泊型では、１日の流れに沿って起床から就寝までの生活の流れ（更衣・洗面・歯磨き、調理、掃除、金銭管理、服薬管理、余暇活動、入浴、コミュニケーションなど）に沿って支援している。報酬単価は２７０単位。

　通所型では、料理教室、パソコン教室、スポーツ、マナー教育、健康教室、趣味余暇活動、就労訓練（面接練習など）、季節行事、外出行事など行なう。報酬単価は６８８単位/日。

　訪問型では、自宅の調理器具を使っての調理練習などが出来る為、より個人の生活に密着したサービスが提供できるという。金融機関の利用や交通機関の利用など個別に指導が出来る。報酬単価は１時間未満２４５単位。１時間以上５８４単位。

　プログラムを提供するときに注意しているのは、プログラムに変化を与えること→マンネリ化防止。そして「お題を与える」のではなく「利用者が自分で選び、見つける」こと→興味が生まれる。成果があったかどうかは利用者の満足度で判断する。いかに個別支援計画に生かすか！

　以前と比べて大きく変化した部分は、事務業務量が増大し今までのスタッフで業務を消化しきれなくなった。そのため事務専門職員を新たに雇用した。補助金から出来高払いになったため、人権費などのコスト管理が余計に難しくなった。

　

＜考察＞

　最も強く感じたのは、同じ建物を時間帯でシェアし、メンバーもスタッフも顔ぶれがあまり替わらない中で、どのように支援プログラムの特徴を明確化するかが難しいのではないかと感じた。たとえば調理。日中活動では料理教室があり、宿泊型では調理訓練がある。その違いは何だろう？説明できるだろうか？当法人では、デイケアがあるが、そのプログラムと併せて考えたときに、利用者がサービスの違いを実感できる内容のプログラムを提供することが可能だろうか？どこに行っても同じことばかりしていると利用者が感じないように、同じ調理でも、施設によって違いがあると感じることが出来るような支援を私達が提供できるだろうか。やはりスタッフ一人一人が自らの役割意識や目的意識を明確に持ち、様々な資質向上を心がけることが必要不可欠だと思う。

（２）就労支援　　ＮＰＯ法人　あおば福祉会　事務局長　田中　直樹（杉並区）

　１９８２年、東京都杉並区の家族会会員のボランティアから生まれた共同作業の会が活動を拡げ、１９８５年、杉並区始めての精神障害者共同作業所として本格的に活動を開始。はじめは決まった活動拠点がなかったが、１９９１年に荻窪に活動拠点を持つ。

　現在は、あおば作業所（時給１００円：ダイレクトメール発送、せんべいの袋詰めなどの内職作業）、グリーンウッド（時給１００円：昼食作り、喫茶サービス：何もせずにゴロゴロしたい人が多い）、る･ペタル（時給７５０円：カレーの美味しい喫茶店：シフト性で調理・接客・清掃などを行なう）、エンディバー（月給７５，０００円：区の委託で公園の清掃作業等を請け負う：シフト性で最低限の人数で作業をする事で時給を高く設定）、情報センターあおば（歩合制：ページ数と出来で１枚いくら）、グループホームを現在３ユニット所有。

　通所系施設はＮＰＯ法人あおば福祉会（リブレ＝Ｂ型：情報センターあおば、グリーン・ウッド、ル・ペタル）（パルテ＝Ｂ型：あおば作業所、エンディバー）、居住系施設（くるみの里）はＮＰＯ法人エルブで運営。リブレの定員は４０名で１日平均利用人数は２９,２人、パルテの定員は３０名で１日平均利用人数は２５,１人。２００９年度収入概算が自立支援給付費が２箇所で８３，３２８，０００円、杉並区補助金が２箇所で１４，６８４，０００円、国庫補助金である処遇改善助成金が２箇所で１，０８３，０００円。合計９９，０９５，０００円。真っ先に行なったことは職員給与の見直し。

　補助金から報酬に変わったことで、対象経費の制限が大幅に緩和され、余剰金や借入金の返済も可能になった。杉並区の場合登録人数によってランク付けされ、区補助金が支給される。あおば福祉会はＡランクに評価されている。

杉並区には精神科病床が全くない。杉並区はオウム真理教の発祥地でもあり、グループホームを設立した後胡散臭がられたが、「精神障害者です」と説明したら「オウムじゃないならいい」と言われたことがあるという土地柄。

また、施設見学の際の説明は利用者の役割だという。自分達が何をしているのか当事者同士で話すのが一番わかりやすいと。また、スタッフの評価は利用者の意見が最も有効だと話している。作業の場でそこに居る人と一緒に上手くやって行けない人は結局は駄目だという。利用者はよく人を見ている。

　

＜考察＞

　精神障害者のための社会資源に乏しい場所であり、人が集まりやすいことと、その人の能力に合わせた作業環境があること（ゴロゴロしたい人、こつこつ仕事をする人、接客できる人、調理が出来る人、シフトを守ってきちんと仕事ができ給与という形で評価されたい人など）も、事業が拡大した大きな要素であると思う。はじめから与えられた場所での活動ではなく、そのとき必要な場所を都度都度に確保しながら拠点を増やしたことで、それぞれの特性に合わせた施設作りが可能だったとも言えるかと思う。

また、長期的な事業の視点を持ち、計画的に資金繰りが出来たことも発展の支えになっていると思う。

　また、作業見学時の説明を利用者に任せていることやスタッフの評価の基準が利用者の意見という部分を見ても、利用者との信頼関係がきちんと構築されていることが伺われる。利用者がスタッフの仕事振りを見ているというのは非常に納得できる。私達がきちんと仕事をしているかどうか、利用者はしっかり見ているし、私たちは見られている。私達の姿を見て利用者は仕事をするのだから当然なのだが、その意識をしっかり持ち続けることが私達に求められている資質の一つかも知れない。

（３）相談支援　　社会福祉法人　会津療育会　生活支援ワーカー　齋藤　研一（会津若松市）

　平成１9年12月から平成21年3月まで、厚生労働省障害者保健福祉推進事業障害者自立支援研究プロジェクトにより、会津地域退院促進支援及び地域移行支援推進委員会（ＡＲＳＳ）を立ち上げた。プロジェクト終了後、ＡＲＳＳは会津若松市自立支援協議会に移管され、「地域移行ワーキンググループとして現在も活動を続けている。目的は精神保健福祉ネットワーク構築と精神科病院機能強化。ちなみに、このプロジェクトのきっかけは医療機関の病棟立替による病床数削減。

　医療機能強化のため、院内退院支援委員会を組織し、生活機能評価表やアセスメントシートなどの各種ツールの開発と活用を進め、スタッフへの教育・啓発活動を継続して実施。同時に地域を巻き込んだケア会議を行い、地域連携できる仕組みづくりを行なった。病床数削減にこだわると医療者主体の地域移行となり、地域での定着は難しいし再入院が増える結果を招く。結果的に、退院で支援が終了ではなく、退院後をイメージした支援と地域で生活していくためのサポートが必要だと認識している。退院・地域移行支援に必要な要素は、①当事者の希望の回復、②医療者の意識改革、③地域の受け入れる力。

　地域生活移行の課題は以下の通り。

· 重度障害者、高齢者、身体合併症者の地域移行

· 再発、再燃、再入院の予防

· 新規発症や急性期からのケアマネジメント

· アウトリーチサービスの検討

· 住環境の整備

· 地域住民への啓発、理解の促進

· 地域内での活動の汎化、ネットワークの拡充

　居住場所の確保については、精神障害者への偏見、公営住宅入居の難しさがあり、障害福祉関係者だけの取り組みには限界がある。

→居住サポートシンポジウムを開催。（精神科医師、身体障害当事者、区長会会長（住民）、宅建協会会長、理事、公営住宅担当（建築課）、グループホーム設置法人、相談支援事業所）

→福祉関係者と宅建協会の連携強化を図り、連携して物件情報の一元化を目指すこととなった。現在、精神障害者を受け入れてくれる下宿先も数件ある。

　これらの活動を通して、医療機関、行政、福祉事業所が連携し、職種を超えたチームとして機能し始めている。医療機関のスタッフの意識は確実に変化し、本人の権利を尊重し、主体性を取り戻す大切さを認識できた。退院時には、地域の関係事業所へ情報が送れるように、退院基準フォーマットを作成し、退院前に地域の事業所へアセスメント結果を伝えられるようになった。また、回を重ねるごとに、ケア会議のあり方を検証し、より効果的な会議をもてるようになった。プロジェクト結果としては、対象者26名中24名が退院した。

＜考察＞

　相談支援に関する活動報告だったが、内容は地域内の支援ネットワーク構築に関する報告だった。活動内容は当然必要だろうことが多く語られていたが、住宅に関して宅建協会と連携を組むという発想は面白いと思った。「連携」をしていく上で何よりも大切なのは、確かに「お互いの顔が見える関係」作りなのだろうと感じた。また、連携の為には、医療・福祉以外の関係者とも会話することが必要不可欠であり、そのためには誰にでも理解できる「共通言語」で話す意識も重要だと思う。

（４）自立支援協議会①　北上市福祉課　障がい福祉係長　千田　健治（北上市）

　北上市では、自立支援法が施行され自立支援協議会の設置が必要になったとき、それをどのような形で運営するか協議した結果、それまでいくつかあった検討部会をなくし、その役割を自立支援協議会に集約。自立支援協議会内には、代表者会議のほか①こども支援部会、②くらし支援部会、③就労支援部会、④事業所部会、⑤地域生活移行支援部会の５つの専門部会を持つ。自立支援協議会の構成メンバーは、相談支援事業者、障害当事者団体、福祉サービス事業者、ハローワーク、行政機関（県・市）、教育委員会、民生児童委員、ボランティア協会である。専門部会では与えられた検討課題に応じてワーキンググループを作り、その中に必要な専門職者に参加してもらい協議するというスタイルをとっている。

　北上市の自立支援協議会では、県の障害者プランに則って、市の障害者プランの策定・評価も行なっている。

　北上市では、モデル事業の対象となった市町村から様々な情報を集め、いいところを取り入れることを意識して構築していると話している。また、自立支援協議会構成メンバーは、「お客様や評論家はいらない」と明言し、「共に解決する、一歩でも前進しよう。」という意識で話し合えるメンバーを構成メンバーとしている。（はじめはお客様や評論家がいたが、今の構成メンバーには居ない）そうでなければ、実行性のある会議にはならないという。

1 誰のための協議会か

2 会議は５Ｗ１Ｈ

3 専門的視点が必要なときはアドバイザーを

4 サービスを創出する意識

5 年度ごとの総括と取組方針を明確にし、目的意識を確認することが重要

6 １人で抱え込まない。多様なニーズを実現する為には、顔が見えるネットワーク作りが重要

＜考察＞

北上市では、弱小であるがゆえに乏しい予算でサービスをどのように組み立てれば無駄がないかを考え、かなり大胆な活動を展開している。通常、市の障害者プランの策定に市職員以外の関与を認める市町村がどれくらいあるのだろうか？そしてまた、重複するような委員会等をなくするということも、各課の思惑が絡み合う市行政の中ではかなり難しくないのだろうか？それが出来たのは、市内部に強いリーダーシップをとり、風当たりも強かっただろうに、これらを進めた人がいたのだろうと推測する。

組織の仕組みをかえようとするとき、ある部署の歩兵がいくら動いてもなかなか変わらないものである。何しろ「変わる」事の大変さを知っているものは、できれば「変わりたくない」から抵抗する。協力しない・無視するという抵抗も強い。本当に組織を変えようとするならば、組織を統括するものがリーダーシップを発揮し、歩兵が動きやすい職場環境を整え、その活動を組織全体で支えなければそれは実現不可能である。

にもかかわらずこれを実現できたのは、市の財政が逼迫しているということだけでなく、だから何をすべきかを考え、皆が「無駄をなくしつついいものを作る」という信念を持ち、それを統率できるリーダーがそこに存在したのだろう。時間をかけていい方向に人材育成できた結果なのだろうと思う。

「ないから出来ない」ではなく「ないから作る」という前向きな姿勢と、障害者と支援者のやり取りの実際の現場の声を重視し、現実的に障害者の支援は何かを聞きながら支援の方策を探る。上から降りてくる数値目標を達成する為に何をさせるかさせないか、ではなく、自分達で数値目標を立て、その実現に向けた計画を策定し、実行、評価し次回のプランに活かす。このような環境であれば、やりがいや達成感を感じることも多いのではないだろうか。地域の活性化にもつながるのではないかと思う。

　　　自立支援協議会②　相談支援センターさくら　相談支援専門員　高橋　美香子（北上市）

　「相談支援センターさくら（岩手中部障害者就業・生活支援センター「しごとネットさくら」を併設）は、北上市地域自立支援協議会　地域生活移行支援部会の活動から生まれた。相談支援事業、精神障害者生活支援事業、精神障害者家族に対する支援事業を行なっている。

　センターでの活動内容は、県や市が主催する催し物には積極的に参加し、公共施設を活用した活動、お花見などの行事のほか、生活支援、健康管理支援、憩いの場の提供、交流スペースの提供など行なっている。

　自立支援協議会　地域生活移行支援部会では、移行希望者のデータベース作成、支援対象者の選定、他部会との連携した活動、岩手県の個別支援計画書標準例「私の希望するくらし」を活用した移行支援、社会的入院者に対する啓発活動（ＤＶＤ作成）、地域移行者のモニタリングなどを行なっている。

「私の希望するくらし」の画期的な点として、①誰のためのプランなのかが明確、②個別性の担保、③インフォーマルな資源の重視、④「問題がない」ではなく「自己実現」を目指す、⑤欠陥モデルではなくストレングス・モデルである、ことをあげている。

　同じく、くらし支援部会では、相談支援の事例報告・検討、自立支援協議会及び社会資源の紹介パンフレットの作成、居住サポートを考えるワーキンググループ、障害者理解啓発の為のワーキンググループ、移動支援を考えるワーキンググループが活動している。

＜考察＞

　県で個別支援計画書の標準例を作成していることを聞き、やはり自治体ごとに対応が異なっていることを痛感した。（青森県は施設ごとに任意書式）地域移行を本当に考えるならば、多少の使いにくさはそれぞれ感じるだろうが、はじめから統一された書式がある方がいいと考えている。特に複数の職種・職域の人間がかかわるのだから、書式が標準化されている方が共通言語を作りやすい。

　昨年サビ管の研修に参加したが、障害分野が異なれば観察の視点が異なり、職域が異なれば言語が違う。そのような中で連携していくには、なにか一つでも共通のツールがある方がお互いにすり合わせ作業が楽になると思う。青森県はその点でも遅れていると感じた。

3、 パネルディスカッション

パネラー　社会医療法人　興生会　生活訓練施設のぞみ　施設長　小西　靖浩

　　　　　　　ＮＰＯ法人　あおば福祉会　事務局長　田中　直樹

　　　　　社会福祉法人　会津療育会　生活支援ワーカー　齋藤　研一

　　　　　北上市福祉課　障がい福祉係長　千田　健治

　　　　　相談支援センターさくら　相談支援専門員　高橋　美香子

· 精神障害者の就労について

利用者は就職したい・結婚したいと言うが、実際に聞いてみると具体的なイメージは何もなく、単純に人並みに評価される項目として「仕事」「結婚」「１人暮らし」という言葉を口にする。

就職＝ステップアップではない。なぜなら、就職に失敗して戻ってきたら「ステップダウン」と評価しなければならない。

就労に関する利用者の意識も様々で、給料が高ければ満足度が高いかといえば決してそうではない。時給１００円で１ヶ月３，０００円そこそこの給料をもらっても「こんなに給料がもらえてありがたい」という利用者もいれば、月７万５千円の給料をもらって「給料が安い」という利用者もいる。単純に金額の問題ではない。

· 個別支援計画のあり方とは

　　　個別支援計画は必ずしもセンターが作るものではなく、また出来るはずもない。センターで作成する個別支援計画で報酬をもらえる対象者には条件があり、それがセンターを縛っている。

　　　自立支援法上の「公平」「中立」というのは、誰にとっての言葉なのか？私たちは相談に来た人の見方になるべきではないのか？

　　　ケアマネジメントを行なうものとして、本人に近いものが適任なのか→ユーザーの想いが守られているのか？・・公正中立の立場のものが適任なのか？

　　　相談支援とケアマネジメントの定義は何か、サビ管の役割は何かを明確にしておく必要がある。

　　　複数のサービスの中から本人が選択できる状況を作り上げる必要がある。

· 精神障害者が地域生活を送るための支援

　　　地域社会が感じている漠然とした不安は、支援者では拭いきれない。直接利用者と触れ合って、時間をかけて理解してもらうしかない。

　　　自立支援協議会にも様々なモデルが存在するのではないか。

　　　現在の社会福祉協議会はそもそも自立支援協議会との違いは何か？自立支援協議会が第２の社会福祉協議会になってしまわないようにしなければならないのではないか。

　　　行政と事業所が協力して物事を進めていくことが必要。

　　　事業所が街づくりに積極的に参画していくことが大切。

【全体考察】

　　障害福祉施策の動向と様々な地域での活動についてという内容だったが、H２５年８月までに施行される予定の「障害者総合福祉法」（仮称）について、現段階では、検討課題を抽出しいつまでに結論を出すかという工程が明らかになり、具体的な内容については殆どが検討中であり、実際にどのような内容になるのかは厚生労働省でも見えていない部分が大きいことがわかった。理想とマンパワー面での現実及び財政面での現実をこれからどのようにすり合わせていくのか興味があるが、実際に現場にいるものの立場からすると、大きな変化があったときに現場が対応できるのか？事務作業はどれくらい変わるのか？利用者の負担がサービスの内容がどう変わるのか？等不安は大きい。

　「三障害を一つに」という場合、精神障害の場合大きなハンデになるのは就労面。知的や身体に比べると明らかに就職率が低いし、定着率も低い。精神障害だけは現在進行形であり、症状も変化する為、経験のない企業側からすると採用するのを躊躇するのも頷ける。知的や身体は就労までのラインが比較的出来上がっているが精神障害に関してはまだそれがない。

　このような状況の中で、単に就労移行支援だからという理由で就職率で判断されると精神障害を対象としている事業所が不利だといつも感じる。研修でも精神障害の就労の事例は殆ど出てこない。

　「社会復帰の形は人それぞれ」と教科書には書かれているが、今の自立支援法による事業所の運営評価は「地域移行＝就労」と見られている感が強いように思う。事業所としては、「その人に合った」支援と対外的な評価の狭間で迷うことが多いが、いくら社会の基準に乗せようとしても今の社会の流れに利用者を乗せるのは非常に難しいと実感している。ここで発表された例は、概して地域自立支援協議会が上手くはまっているケースだが、このように機能しているのは全体の何割くらいなのだろうか？

　地域の現状が異なる為、画一的に何かを作ることはもちろん難しいが、行政と事業所及び住民がどのように連携の形を作り上げるは、民間がイニシアチブを取ることはなかなか難しいことだと思う。北上市では、行政が事業者や地域住民を上手く巻き込みながら新たな連携の仕組みを作り上げた良い例だと思うが、適度な行政の介入とフレキシブルに話し合える人選と環境作りを意識することが必要なのではないだろうか。
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